
地球温暖化の影響緩和についての1つの策として、二酸化炭素排出の削減を目標

とした地熱発電利用の可能性について提示する。地熱は、日本列島固有の重要な

エネルギー資源の1つであり、安定したエネルギーが供給されているにもかかわら

ずもっとも開発が遅れている。温室効果ガスの排出源の大きな要因の一つである

エネルギー転換部門の二酸化炭素排出削減可能性として、日本国内では近年開発

が停滞している地熱発電に注目した。特に100～数千kw出力規模の温泉ホテルに

おける、現在までの自家用地熱発電所の稼働や利用に注目して、経済面、利便面、

さらに環境面の評価を行った。また、地熱発電のこれからの可能性としてカリー

ナサイクル発電について評価を加えた。すなわち、実際に国内で製鉄所内の発電

所として使用されている事から、代表的な日本の重要な観光資源である温泉源を

用いて発電が行えることが分かった。その結果、中小規模の地熱発電所、カリー

ナサイクル発電法、さらに温泉を温源とすることを組み合わせる事によって、よ

り効率的な発電が可能となり、経済的な面でも利用が広がる事が示唆された。さ

らに、現在草津温泉が実施しているプロジェクトの発電所の規模や、日本で最も

小規模な地熱発電所であっても、温泉地に設置した場合、年に20,000～

300,000[t-CO2/年]の二酸化炭素が削減可能であることが明らかになった。日本

の地球温暖化防止における大きな対策として提案する。
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地球温暖化緩和対策における
温泉源を利用した地熱発電の可能性
Human Resource Management in 2020

Human resource management has been formed by many different factors surrounding companies. The most important components

among them are“ability to pay labor costs,”“a means of classifying individual jobs,”and“corporate governance.”This article provides

insights into the reality of the human resource management by projecting the courses these three elements may take by 2020.

In the first analysis, we found that there is a possibility of reviewing the grading system based on the work types. This review will be

forced by the problem of the composition of firm’s internal population in which those hired during Japan’s bubble economy and the

second baby boomers will arrive at fairly senior age by 2020, occupying higher management positions in the companies. Thus, the

companies will encounter a new challenge for salary increases with seniority. Secondly, we have anticipated that work would further

be divided into planning and mindless jobs, making human resource management more sensible for independent groups. And finally

for corporate governance, we have analyzed changes and predicted the following: M&A will be prominent and so the company owners

will face unstable conditions; the morale or workers’loyalty to their companies will thus be degraded; the relationship between the

company and workers will be dried up; the personnel system would prefer a short-term based payment for wages; and the system

would be urged to introduce a careful and sensitive assessment for personnel evaluation.  

In light of this outlook, it can be safely said that the human resource management for 2020 will be settled as an advancement of the

change of direction that occurred in the system of Japanese companies in the late 1990s. 

Therefore, major challenges for the companies under the environment would be: whether workers are able to psychologically tolerate

the“system based on work types,”whether senior management and officials can be trained when the morale and workers’loyalty to

their companies is low, whether commitments can be extracted from diversified workers with different personnel management and

employment systems, and how integrity, or a basis for the commitment, can be offered. 
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IPCCは第4次評価報告書にて、気候システムの温暖化

には疑う余地はないと明言した。大気や海洋の世界平均

温度の上昇、雪氷の広範囲にわたる融解、世界平均海面

水位の上昇が具体的な例として観測されていることから、

今や明白であると示されている。

実際に、最近12年間（1995～2006年）のうちの

11年の世界の地上気温は、測器による記録が存在する期

間中（1850年以降）で最も温暖な12年の中に入る。

IPCC第3次評価報告書で示された1901～2000年の変

化傾向である100年当たり0.6℃上昇したという報告に

比べて、第4次評価報告書では、1906～2005年で

100年あたり0.74℃上昇したとされ、最近ますます地

球温暖化が加速していることを表している。地球温暖化

は、海洋の酸性化、海面上昇さらに気候変動などを引き

起こす可能性が高いことも示されている。今後引き続い

て地球温暖化が進行すれば、生物的、地球的な異常が危

惧されている。

また、IPCC第4次評価報告書においても20世紀半ば

以降に観測された世界平均気温の上昇のほとんどは、人

為起源の温室効果ガスの増加によってもたらされた可能

性がかなり高いとされている。これらの温室効果ガスは

1750年以降の人間活動の結果、大きく増加しており、

氷床コアから決定された工業化以前何千年もの期間の値

よりはるかに大きな濃度である。

特に二酸化炭素は最も重要な人為起源の温室効果ガス

である。二酸化炭素の世界的な大気中濃度は、工業化以

前の約280ppmから2005年には379ppmに増加した。

工業化以後における大気中の二酸化炭素濃度上昇の主要

な原因は化石燃料の使用である。化石起源の二酸化炭素

の年間排出量は、1990年代の年当たり6.4GtC（排出

量1Gt-C（炭素換算10億t）は、3.67GtCO2（二酸化炭

素換算36.7億トン）に相当する）（23.5GtCO2）から、

2000～2005年には7.2GtC（26.4GtCO2）に増加し

たとIPCC第4次評価報告書で報告されている。

さらに、1997年に気候変動枠組条約第3回締結国会

議で採択された京都議定書で、二酸化炭素を中心とした

温室効果ガスの排出削減目標が定められた。日本は

2008年から2012年間に1990年を基準として温室効

果ガス排出量を6%削減することが決められた。しかし

2003年の段階で基準年の8.3%増加（環境省）となっ

ており、このままでは削減目標の達成は不可能である。

いずれにしても、人為的に発生し進行中である地球温

暖化現象を抑えるために、二酸化炭素排出量の削減を進

めていかなければいけない。地球温暖化は人類が近い将

来に越えなければならない壁である。

図表1に日本におけるCO2の排出量の推移を示した。

各部門の経年変化を見ると、排出量の比率にほぼ変化は

見られないが、エネルギー転換部門と産業部門は2つで

全体の6割を占めており、日本のCO2排出量の主要因と

も言えるだろう。

今回の研究では、その主要因の1つである、発電所を

主とするエネルギー転換部門に注目する。日本には、石

油や石炭などのエネルギー資源が乏しく、これらはほぼ

輸入（石油：輸入率99.7%）に頼っているのが現状であ

る。化石エネルギー資源の採掘量が限られていて、あと

40.5年で枯渇するとされている（BP統計2005

（2004年））。こうした状況と呼応するように、石油によ

る発電は減少している（図表2）。現在では、主に原子力

発電が推し進められており、その他に天然ガス、石炭に

よる発電が主に行われている。しかし、プルサーマルが

開発されたものの、ウランも限りある資源（残り85年、

輸入率100%）であり、これから原子力発電を中心とし

て発電を行っていくのは、先の見通しが不透明である。

もし原子力発電が出来なくなった時、発電所が原子力発

電所ばかりであったら、日本ではエネルギー生産が出来

なくなり、大変な混乱を招くと考えられる。

原子力発電で発生する放射性廃棄物も現在の段階では、

処理に関して完全に危険がないとは言い切れない。また、

1 はじめに

2 背景・目的
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天然ガス（残り66.7年）、石炭（残り164年）に関して

もおおよその残り資源量が見積もられており、輸入（輸

入率各96.5%、100%）に頼っていることから代替品

を探さなければいけない。このような側面も考慮する必

要がある。

以上の点から、大容量の電力量が必要であるのを考え

れば原子力発電が主流になるのは必至ではあるが、原子

力発電にのみ頼るのは好ましいことではない。図表3に

日本中における発電方式と二酸化炭素排出量を示す。地

球温暖化に対して考えれば、できるだけ二酸化炭素の排

図表１　日本のCO2排出量の1990-2004年度の推移
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図表２　日本における発電電力量の推移
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出量を抑えた発電法を選択しなければいけない。そのた

めにも、圧倒的に二酸化炭素の排出量が多い火力からは

脱却すべき時代になったと言えるだろう。

図表3に示した二酸化炭素の排出量が少ない発電方法

の中で、今回の論文では特に地熱発電について注目する。

地熱は、日本において水力同様で、純国産かつ再生可能

な貴重なエネルギー変換可能である資源である。風力、

水力、太陽光発電などクリーンな発電法と言われている

発電法の中でも、地熱発電は、季節、天候、時間によっ

て発電量が変化せずに、最も安定した電力を得ることが

できる。しかも今後数百万kWの開発可能資源量が見込ま

れていて、開発有望地点が確認されている。

だが一方地熱発電は、石油ショック時には重要視され

たものの、最近10年間ほど新しい発電所などの建設もさ

れておらず停滞状態である（図表4）。その原因としては、

原子力発電などに比較すると、大規模発電所の割に出力

電力量が小さいこと、施設建設単価が高いこと、探索か

ら実用までの開発期間が長いことなどがあげられる。つ

まり、燃料費がかからない一方、資本費を中心とした固

定費が発電原価の大部分を占める。また、地熱発電は石

油代替エネルギーに関する「新エネルギー法」でも新エ

ネルギーから除外されているため、総発電容量の中で占

図表３　日本における発電方式による二酸化炭素排出量
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図表４　日本の地熱発電出力の推移
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める割合は0.2％と微々たるものである（海外電力事業

統計2005年版）。

図表5に地熱発電容量が高い国を示した。大体の国で

地熱活動が活発であり、自国の有用な資源を使用してい

るといえる。アメリカ合衆国では、地熱発電容量のほと

んどがカリフォルニア州に集中している。その中で、日

本の総発電容量に対する地熱発電容量の割合や国民当た

りの地熱発電量を見ると、火山国でありながら地熱エネ

ルギーを発電という形で十分に有効活用していないこと

が分かる。

現在、日本には18の地電所があり、計20台存在する。

その多くは東北地方と九州地方に集中しており、関東近

畿地方などには全く存在していない。このうち5つの発

電所は事業用である。また、特に認可出力が100～

3000kW程度の小規模に発電を行っている発電所では温

泉地のホテルに付随して存在しているものが多い。これ

らのホテルに電力を供給している地熱発電所は、一般電

力供給用の大型地熱発電所とは異なり、数は少ないもの

の独自の開発スタイルを築き上げてきたと考えられる。

これらの小型地熱発電所の稼働経過を調べることにより、

地球温暖化に対してより有効な手段と考えられる地熱発

電の可能性を提言したい。

（１）霧島国際ホテル地熱発電所

霧島国際ホテルの敷地内に地熱発電所がある。付近一

帯は霧島屋久国立公園となっており、23座の火山群の中

に位置している。このため霧島温泉郷では、各所から温

泉が噴出し、その泉質と湧出量を誇っている。さらに、

温泉が高温の噴気状態で得られることもあり、霧島国際

ホテルでは既存の温泉井戸を利用し浴用として使用する

前の段階で、蒸気を暖房および給湯加熱の熱源として、

また、冷房用の小規模発電に利用して活用を図っている。

他の地域の温泉にも多くみられるが、この温泉郷では、

自噴した温泉だけでは湯量が賄い切れず、ボーリングによ

って温泉噴気を得て蒸気造成温泉として利用している。こ

うして蒸気を利用した地熱発電が成立しているのである。

霧島国際ホテルの地熱発電所は1984年2月より営業

運転を行っている。設備容量・認可出力が共に100kW

（所要蒸気量6[t/h]、126.8℃）であり、日本で最も小

規模な地熱発電所である。この発電所をまとめると、下

記の通りである。

a. 地熱発電用に生産井を掘っておらず、既存の温泉井

戸を利用している。

3 諸外国の例
4 中小型地熱発電所の稼動の実態

図表５　地熱発電容量が高い国
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b. 浴用として使用する前の蒸気の熱エネルギーを使用

して発電を行っているため、大規模な設備を導入し

ていない。

c. 100kW程度の発電設備であるため、発電設備は汎

用のトレーラで運搬されるコンテナーを利用してお

り、その中に発電機を備え付けている。ちなみにコ

ンテナーは2.5m×6.2mであり、温泉の湧出位置な

どによって移動可能となっている。

この設備での発電所は、1984年2月から2003年4月

まで発電を行い、総発電力量は9,704,000kWhである。

この間での発電による経済効果を下記に記す。

a. 設備費用：5,000[万円]（発電機、および総配電設

備を含む）

b. 電力料金の節約額：1,500[万円／年]（利用効率

80％、電力単価は22[円／kWh]で試算）

c. 償却：4年

d. 発電電力単価：償却後は約5[円／kWh]（試算）

設備費用以外の出費としては、ほぼ無人運転なので人

件費はかからず、2年に1度設備の検査があり、今回行っ

た聞き取り調査によると、その費用で250～300[万

円／年]程度であるようだ。この発電した電力で主にホテ

ルの運営の基盤となるベース電力相当分を担っている。

2006年からは、発電方式をバイナリーサイクル発電に

切り替えて地熱発電を行っている。バイナリーサイクル

発電とは、水より沸点の低い冷沸点媒体を加熱して、媒

体蒸気でタービンを回す方式である（図表6参照）。

また、地熱は冷房などにも利用されており、効果など

を下に記す。

a. 設備費用：3,500万円

b. 償却：8年（夏の5ヵ月間しか使用していないため）

c. 既存エネルギーによる代替効果：45[kr／年]

結果として冷房による従来の契約電力780kWを

550kWまで下げ、夏季の消費電力料金の節減を可能に

してきた。この冷房設備は、1983年夏シーズンから用

いられ、現在でも使用されている。

その他の地熱利用に関しても多様な利用があり、地熱

エネルギーが有効に使われている実態があるがここでは

割愛させていただく。霧島国際ホテル発電所に関する詳

しい情報は、大窪（1986）、新版わが国の地熱発電所

（2000）を参照にされたい。

（２）九重地熱発電所

九重地熱発電所は、九重観光ホテルの自家用発電所と

して使用されており、大分県九重町にある。九重町は、

国内最大級の地熱発電所である八丁原発電所をはじめ計

5ヵ所の地熱発電所がある地熱利用先進の町ともいえる。

発電所は、2000年12月から実質的稼働をしており、

図表６　バイナリーサイクル発電の仕組み

地熱弁 

熱水 媒体蒸気 

媒体タービン 

媒体ポンプ 

発電機 

冷却水 

蒸発器 

予熱器 

濃縮器 
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2001年から2006年までに平均して約7,173[MWh／

年]発電している。九重発電所に関して、これまで把握し

ている情報を下記に記す。

a. 設備費用：約1億5千万円（補助額含めて、蒸気井

は除く）

b. 年間費用：1,320万円（2006年）（人件費、備品

消耗材費、修繕費）

c. 電力会社からの受電力量：3.3[MW]（2006年）

d. 発電力量：約8,000[MW]（2006年）

九重地熱発電所の概要と特徴を以下に記す。

a. 霧島国際ホテルの発電所と比較して規模は大きく、

認定出力は500kWである。

b. 全ての電力をホテル内で使用しているわけではな

く、余剰電力は九州電力へ余剰電力購入契約に基づ

き売電している。

c. 蒸気井が2本あり、一方は温泉用の既存井の利用目

的を変更したもの。もう一方は、発電・温泉目的で

新規に採掘したもの。

九重地熱発電所では、余剰電力を九州電力へ売電して

いるが、その売電単価が安く実際の地熱発電の評価が無

視されている。地熱発電は、RPS（新エネルギー）の対

象になっているが、バイナリーサイクル発電以外はRPS

証書対象になっていないため、バイナリーサイクル発電

でないと現状として売電は厳しい状況である。発電所に

ついて、詳しくは九重地熱発電所のホームページもしく

は、現地で確認されたい。

http://www2u.biglobe.ne.jp/̃kuju-kh/kenngaku.

hatudenn/hatuden.html

（３）杉乃井地熱発電所

大分県別府温泉にある杉乃井ホテルは、2434名が宿

泊可能であり、アミューズメント施設を付設している巨

大ホテルである。このホテルは、世界最初の本格的な地

熱発電所を持っており、運転開始は1980年11月である。

認可出力は3,000kWであり、ホテルで利用している地

熱発電所の中では、最大級のものである。この発電所の

簡単な特徴を下に記す。

a. 現在では地熱生産井が4本(ピーク時6本)で、当初は

出力が小さかったが、第2期工事の後に現在の

3,000kWになった。

b. 発電した電力はホテル内の基盤となるベース電力に

充てられていたが、開設当時は使用電力よりも地熱

発電所の発電量が多かったために電力会社に送電し

ていた。

c. ホテル施設の増設による電力需要の増大、蒸気量の

減衰や発電設備の老朽化などのために、現在の電力

自給率は1/2程度である。

d. 発電のほかに、地熱を冷暖房、温室、給湯など幅広

く使用している。

カリーナサイクル発電とは、バイナリーサイクル発電

（図表6参照）の一つで、沸点がマイナス33度のアンモ

ニアと水混合媒体を作動流体に用いた発動システムであ

る。一度使用され気化したアンモニアは、再度水と混ぜ

て再利用される。この発電法の特徴としては、従来のフ

ロン等を用いた低温熱源発電システムより約40%高い効

率で発電することができ、比較的低温な熱源による発電

が可能である。また、これまで多く行われてきた数万kW

規模の発電よりも規模が小さい数百～数千kWの中小規模

の発電に適している。この発電法では、国内には2例ほ

どしかなく、地熱発電と組み合わせた形では利用されて

いないようである。海外では初めて2000年にHusavik

（アイスランド）で2,000kWの実用プラントが建設され

た他いくつか事例があるのみである。

（１）住友金属鹿島製鉄所

日本の実例の一つとして、住友金属鹿島製鉄所で約

3,500kWの発電を1999年より行っている。この製鉄

所では、それまで未利用であった製鋼工場から排出され

る転炉オフガス冷却温排水（98℃）を利用している。そ

の冷却温排水で濃度約88%のアンモニア溶液を加熱して

アンモニア蒸気を作り、それでタービンを駆動させて発

電を行っている。

5 カリーナサイクル発電の将来性
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NEDO（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開

発機構）が参加していたIEA国際協定関連事業の

CADDETのプロジェクト報告によると、この廃熱回収サ

イクルが日本の全鉄鋼業界に導入されれば、年間で石油

換算約700万krのエネルギーが節減されるとみられる

と報告している。また、この発電によって、節減または

生産されたエネルギー量は270,600[GJ／年]であり、

石油換算約6,600[kr／年]のエネルギー消費を節減して

いる。その結果、年間19,536[t-CO2]の二酸化炭素削減

（石油（C重油）の二酸化炭素排出係数を2.96[kg-CO2／

r]として試算）であると報告している。

次に経済性を見る。資本コストが約4億5,000万円で、

その1/3の約1億5,000万円は産業部門の省エネルギー

推進のための政府補助金で賄われている。さらに約13万

[円／kW]の投資コストにより、本システムは競争力の高

いコストで発電することができると見られている

（CADDERプロジェクト報告抜粋）。

この製鉄所では、冷却温排水を使用して、このカリー

ナサイクル発電システムで発電をしているが、このシス

テムに温泉を利用することは可能であると考えられてい

る。また、熱源が高温で豊富なほど発電効率はよく、実

際には70℃以上の温泉が必要ともいえる。

（２）草津温泉

草津温泉は、国内でも豊富な湧出量を誇る。草津町最

大の万代源泉では、約96℃の高温な温泉が毎分

7,000rも噴出する。現在その豊富かつ高温の温泉を使

用し、カリーナサイクル発電を用いた発電所の建設プロ

ジェクトが進んでいる。高温の温泉を今までは、水道水

と熱交換させて冷ませていたが、カリーナサイクル発電

によって96℃の源泉を76℃に下げて、かつ1,000kW

発電するというプロジェクトである。温泉によるカリー

ナサイクル発電を用いた発電は、世界初の試みである。

この発電によって二酸化炭素の排出量が約4,000[t-

CO2／年]も削減すると考えられている。発電施設の建設

費は約5億円で、毎時1,290kWhの発電が可能と見られ

ている。売電した場合、１kWhの当たり9～15円が見込

まれ、東京電力に支払う送電線の借用料を差し引いても、

8年後には初期投資費用を回収できるという。

4章、5章に現在の中小規模の地熱発電における、稼働

状況や可能性を示した。まず、中小規模の地熱発電所の

場合、出力電力は小さいが、その分設備や建設にかかる

コストが小さい。数万kWの規模の地熱発電所は、原子力

発電所など他の発電様式の発電所に比べて、規模の割に

出力電力が小さく、経済面の負担や不安が多いため、こ

の10年ほどは開発が停滞している。

中小規模の地熱発電所は、全国でも数が少なくホテル

が所有して自家用に使用しているため、その価値があま

り知られることが少なかった。3章に紹介した3つのホテ

ルの発電所は、どれも現在も稼働しており、ホテルの営

業に必要な電気を生産して、余剰電力を九州電力に販売

している所もある。

4章（１）の霧島国際ホテルでは、100kW程の出力だ

が、元々の温泉井を発電に利用することによって、コス

ト面と環境面のバランスをうまく取っている。1年に

1500万円の電気代節約をして、4年で設備費を償却し

ているため、ホテルの経済面で言えば大きな利益になっ

ている。償却後の発電コストは、約5[円／kWh]で購入単

価よりも断然安くなっている。さらに発電に必要なスペ

ースも小さく、かつ温泉噴出場所に柔軟に対応できるよ

うに移動可能となっている。このような温泉を利用した

小規模な発電ならば、多くのホテルや温泉街に設置可能

であろう。また、霧島国際ホテルの様に、高温蒸気が多

く噴出している地域ではこのような発電は容易にできる

と予想できる。

応用の例として箱根町付近では多くの高温水蒸気が噴

出しているため、温泉街設備やホテルに付随した発電が

できると考えられ、その地域に適した出力既定の地熱発

電所を建設すれば、経済的にも利益が出ると考えられる。

全国には、2006年3月末現在で1,162ヵ所の水蒸気の

形で噴出する源泉があり（環境省）、その温度、噴出量が

6 考察
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霧島国際ホテルの水準を満たしていれば同程度の電力が

作れるだろう。また、霧島国際ホテルの発電所は、二酸

化炭素排出係数を0.000555[t-CO2/kWh]（以下同様）

として試算すると平均して約281[t-CO2/年]の二酸化炭

素削減に相当する。

4章の（１）（２）で示したホテルの発電所は、霧島国

際ホテルの発電所よりも出力電力が大きく、また温泉井

をそのまま利用していないことから、設備費用が高くな

っている。しかし出力が大きい分二酸化炭素削減に大き

く貢献しており、平均して九重ホテルでは約3,981[t-

CO2/年]（2001～2006年）、杉乃井ホテルでは約

6,432[t-CO2/年]（1981～1998年）の削減に貢献し

ていると考えられる。また、余剰電力は、余剰電力購入

契約により売電が可能である。

次に5章には、地熱発電においてカリーナサイクル発

電と温泉を組み合わす事による可能性を示した。これか

らの地熱発電において、特に中小規模の発電所にでは、

比較的低温の温源からも効率的に発電が行えることから、

バイナリーサイクルが利用されることが考えられる。特

に効率がよいと実証されているカリーナサイクル発電を

利用することはより効果的である。草津温泉のプロジェ

クトに関しても環境、経済産業両省は「再生可能エネル

ギー高度利用地域計画」に認定しており、事業費（約6

億円）の半分を国が補助する事が決定している。

また、カリーナサイクル発電に適していると考えられ

る 7 0 ℃以上の温泉で、比較的湧出量が多い

（100,000[r／h]以上）温泉は、日本全国に73ヵ所あ

る（独立行政法人産業技術総合研究所地質調査センタ－

発行CD-ROM）。もしその73ヶ所の温泉に1つずつ中小

規模の地熱発電所を配置したと考えてみよう。それぞれ

の発電所が約100kW規模の霧島国際ホテルの発電所程

度だった場合、20,513[t-CO2/年]程度の二酸化炭素削

減が見込まれる。また、それらの発電所が草津温泉に建

設される規模である場合、292,000[t-CO2/年]程度の二

酸化炭素削減になると見込まれる。これらの削減量は、

日本人1人が年内に排出している二酸化炭素量（9.87[t-

CO2／年];2003年）と比較すると、あまり大きな効果に

見えないかもしれない。しかし、新・地球温暖化対策推

進大綱（2002）などにおいて、いわゆるエコライフの

実践で削減の対象となる量（1人が1年間で10項目に及

ぶ行動を行った場合の二酸化炭素削減量）である

736[kg-CO2／年]と比較すると、約27,000～

407,000[人分／年]に相当することとなり、極めて大き

な効果であり意義があると考えることができる。

京都議定書の削減目標にもあるように、現在確実に進

行しつつある地球温暖化を緩和するために、私たちが重

要な目標の1つとしてあげなければならないことは二酸

化炭素の排出量の削減である。しかし、実際には経済的

な発展を妨げてしまうこともあり、目標にはほど遠い削

減量であるのが日本の状況である。日本における二酸化

炭素排出量の約1/4を占めるエネルギー転換部門は、現

在石油主体の火力発電からの移行の段階である。また、

原子力発電のみに頼ることは不安がある。資源の少ない

日本において特に重要なエネルギー資源であるが、世界

の火山国水準に比べて有効的に使用されていない地熱に

注目をした。

地熱発電所は、二酸化炭素をほぼ排出せず、半永久的

に安定した電力が得られるというメリットの一方、設備

規模の割に出力電力が小さく、建設コストがかかると言

われていたため、この10年間開発などが停滞してきた。

しかし、実際には数万kWの大規模地熱発電所ではなく、

ホテルなどが自家用として発電してきた中小規模の発電

所では、今までに経済的にも規模的な面でも有効的に使

用されてきたことが分かった。特に温泉井をそのまま蒸

気井として利用することによって、設備と費用を最小限

に抑えて地熱発電を行えることが分かった。そのため、

比較的高温で噴出量の多い温泉地におけるホテルや温泉

街などに、中小規模の地熱発電を行うことは有効的であ

ると考えられる。特に現在地熱発電がまだ導入されてい

ない箱根町付近など高温蒸気が多く噴出する地域などに

7 まとめ
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とって特に有効だと考えられる。さらに何にも増して既

存の温泉用の設備を利用することで、経済的にも得が出

るような発電が可能であると見られる。

また、カリーナサイクル発電法を温泉地に利用するこ

とは、発電効率を上げることからも有効であることが示

されている。実際に、鉄鋼会社が排水を利用して同様に

発電を行っていることも、カリーナサイクル発電の有効

的な面を裏付けている。このカリーナサイクル発電法、

中小規模の地熱発電所、さらに温泉を結びつけることで

より効率的で、経済的にも有効であることが、今までの

事柄から示唆されている。今回の調査により、比較的高

温で湧出量の多い温泉において、温泉の熱を用いた地熱

発電を行うことによって、おおよそ20 ,000～

300,000[t-CO2/年]の二酸化炭素が削減できる可能性が

あることが示唆された。

今後検討するべき点は、実際に現地の調査を行い温泉

地においてどれほど地熱発電所が有効であるのかを定量

的に判断する点にあるだろう。また、その温泉の温度や

噴出蒸気量などによって、経済的に最もよい結果になる

ように発電所の規模や様式を決定しなければならない。

今回の論文によって、中小規模の発電効率のよい地熱

発電所が有効に使われていて、経済的にも長けている事

が確認された。これから、カリーナサイクル発電を取り

入れた温泉が生まれることによって、二酸化炭素排出量

が大幅に削減できる可能性がある。同時にクリーンなイ

メージの温泉施設が誕生することが期待される。
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